
　「明治維新、戦後改革に次ぐ第三の改革」と称された 2000 年地方分権改革が「未完の改革」に終わり、明治以来続いて
きた中央集権的で行政権優位の思考は、揺らぐことなく維持され、むしろ強まった感がある。そんななか、多くの自治体で
予算執行や会計処理の不適正がみられると会計検査院から指摘され、自治体のガバナンスに問題があるとされた。この問題
の背景には 2000 年改革でもその後の改革でも「財政権の地方分権」あるいは「財政の自治の拡大」が手つかずに終わった
ことにこそ問題があると指摘されなければならないと考えられるが、中央政府からは、自治体に内部統制制度の整備と監査
制度の充実強化が求められ、そのための地方自治法の改正も行われたところである。
　自治体のガバナンスに関わる問題が起きる根底には、中央・地方を通じた行政権の自己本位のクローズドな体質があり、
この体質を民主主義憲法下に相応しい住民本位のオープンなものに転換することなしには、問題の根本的解決には至らない。
自治体のガバナンス強化は、中央政府から求められるのではなく、住民自治の力によって成し遂げられるのが本筋である。
そのためには、住民の代表であり、民主主義の装置である議会が主導権を発揮し、自治体版の法治行政の原理を確立する必
要がある。
　日本国憲法には地方分権的な精神がある。各自治体は、この憲法のもと、住民福祉の増進のために独自の政策の必要性が
あれば、先駆的に自己決定権を行使することができるはずである。
　シリーズ「自治体改革の最前線」では、自治体の民主主義の発展に欠かすことのできない重要なテーマを取り上げ、それ
ぞれ先進的な改革に取り組んでいる自治体の実例を紹介する。自治体職員の受講者にあっては、自らの自治体で実践する際
に、大いに参考となるはずである。
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